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グローバルリート市場（除く日本）の動向（2023年2月）

図表1：グローバルリートの国・地域別構成比やパフォーマンス等（2023年2月末時点）
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 2月のグローバルリート市場（除く日本）（配当込み）（Ｓ＆Ｐ指数ベース）（前月末比）は3.9％下落
しました。米連邦準備制度理事会（FRB）高官のタカ派（金融引き締め推進派）的な発言が相次ぎ、米国
の金融引き締めの長期化が意識されたことから多くの国・地域が下落しました。なかでも、金融政策を米
国と連動させている香港は、大幅下落しました。

 2月は主要８セクターのうち、倉庫を除く7セクターが下落しました。主要国の利上げの長期化による景
気減速懸念が広がり、景気の影響を受けやすいオフィスやホテルリゾートの下落率が大きくなりました。

 2月のパフォーマンスは、現地通貨ベース、円ベース共に、グローバル株式を下回りました。
（参考）当月のグローバル株式（MSCI‐kokusai（除く日本、配当込み））のパフォーマンス
【現地通貨ベース】前月末比－1.7％（年初来+4.9％）【円ベース】同+2.4％（同+8.1％）

【米国（Ｓ＆Ｐリート指数（現地通貨・配当込み）ベース）（前月末比）】
• 1月の米CPIが前年同月比+6.4％と、市場予想を上回る伸びを示し、FRBの金融引き締めが長期化すると
の見方が広がったことから、4.7％下落しました。

【フランス（同）】
• 欧州委員会が2月13日に発表したユーロ圏の2023年の実質国内総生産（GDP）成長率予測で、フランス
は+0.6％と、2022年11月の予測から0.2％上方修正されたことなどから、1.4％上昇しました。

【豪州（同）】
• 1月の消費者物価指数（CPI）の伸びは前年同月比+7.4％と依然高水準となっており、豪州準備銀行
（RBA）の利上げの継続により、豪経済の回復ペースが鈍化するとの懸念から0.4％下落しました。

【シンガポール（同）】
• シンガポール通貨金融庁（MAS、中央銀行）が2月23日発表した１月のコア消費者物価指数（CPI）が前
年同月比+5.5％と、14年ぶりの高い伸びとなったことから、2.2％下落しました。

※各国・地域のリート、米国優先リートのパフォーマンス（円ベース含む）はすべてＳ＆Ｐ指数ベース（配当込み）
出所）Ｓ＆Ｐ、ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成

（％）

当月 年初来
世界 0.0 8.9

北米 -0.2 8.8

米国 -0.2 8.7

カナダ 2.3 12.6

欧州 3.4 12.6

フランス 3.7 17.8

イギリス 3.0 11.7

ｱｼﾞｱ･ﾊﾟｼﾌｨｯｸ -1.1 7.7

豪州 -0.1 10.4

シンガポール 0.1 7.4

香港 -8.8 -1.6

パフォーマンス

（2）円ベース（％）
時価総額構成比

（米ドルﾍﾞｰｽ）

当月 当月 年初来
世界 100 -3.9 5.6

北米 76.6 -4.7 5.4

米国 74.8 -4.8 5.3

カナダ 1.9 -0.4 9.6

欧州 8.5 0.7 9.0

フランス 1.8 1.4 14.8

イギリス 4.9 -0.0 7.5

ｱｼﾞｱ･ﾊﾟｼﾌｨｯｸ 13.0 -2.4 5.0

豪州 6.6 -0.4 7.6

シンガポール 3.6 -2.2 4.4

香港 1.5 -12.8 -4.1

- -1.3 11.0米国優先リート

パフォーマンス

（1）現地通貨ベース



2/4

図表2：主要国リート市場及び米国優先リート市場の指数推移

図表4：グローバルリートのＰＢＲ（株価純資産倍率）の推移

データ期間：2018年2月28日～2023年２月28日（日次）
※各国のリート、米国優先リートはすべてＳ＆Ｐ指数ベース（現地通貨ベース・配当込み）
出所）Ｓ＆Ｐ、ブルームバーグのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成

（2）フランス

（3）豪州

（4）シンガポール

（1）米国

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

700

1,000

1,300

1,600

1,900

2,200

2018/2 2020/2 2022/2

米国リート（左軸）
米国優先リート（右軸）

（年/月）

（ポイント） （ポイント）

200

300

400

500

600

700

2018/2 2020/2 2022/2 （年/月）

（ポイント）

400

600

800

1,000

1,200

2018/2 2020/2 2022/2 （年/月）

（ポイント）

400

500

600

700

800

900

2018/2 2020/2 2022/2（年/月）

（ポイント）

7.1
6.1

4.8 4.1

7.0

3.1 3.3 3.9 3.9 3.9 3.9
2.8

0.9 0.2
3.1

-3.0

0.0

3.0

6.0

9.0

フランス シンガポール 豪州 米国 米国優先リート

配当利回り① 10年国債金利② ｲｰﾙﾄﾞ･ｽﾌﾟﾚｯﾄﾞ（①－②）

（%）

図表3：主要国リートのイールドスプレッド（配当利回り－10年国債金利）（2023年2月末時点）

※各国のリート、米国優先リートはすべてＳ＆Ｐ指数ベース
出所）Ｓ＆Ｐ、ブルームバーグ、アライアンスバーンスタインのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成
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出所）Ｓ＆Ｐのデータをもとにニッセイアセットマネジメント作成



今後の見通しについて

図表5：主要国リートの配当利回りと10年国債金利推移
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図表6：主要国リートのＰＢＲの推移
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図表7：主要国リートのFFO（注）の見通し推移（2023年2月末時点）
データ期間：2018年2月末～2023年2月末（月次）
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※図表5～7の各国リート指数はすべてＳ＆Ｐ指数ベース（現地通貨ベース）
出所）図表5～6はＳ＆Ｐ、ブルームバーグ、図表7はアライアンスバーンスタインの

データをもとにニッセイアセットマネジメント作成
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